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製造請負優良適正事業者 第 2010001(03) 号
平成 28 年度厚生労働省受託事業
請負事業適正化・雇用管理改善推進事業
製造請負優良適正事業者認定制度

ヒ ラ ヤ マ ニ ュ ー ス

業の労働時間管理を巡る有識者検討会の動向や背景に
ついては、前号の『HIRAYAMA NEWS』で要所をお伝

えしておりますが、報告書が正式に取りまとめられたことに
よって次の展開へ動き出しました。
　報告書では「健康管理」「労働時間の上限」「割増賃金」の
３つの視点から現場実態に即した今後のあり方を示しまし
た。まず、「健康管理」については、「健康確保の対策を強化
すべき」との考え方に立ち、「事業主は副業・兼業で働く人の
健康管理を本人の自己申告で把握し、面談などで労働時間の
短縮などに配慮すること」「いかなる措置もとっていない場
合は行政指導の対象とする」などの手法を挙げました。
　「労働時間の上限」と「割増賃金」については、「現行の労
働基準法などで規定されている通り、合算の考え方を維持す
るケース」を示す一方で、「事業主が厳密に管理・把握するこ
とは極めて困難」と指摘しつつ、「合算せずに事業主ごとに
対応するケース」も提案しました。従来までの労働法制のルー
ルを大きく変える考え方を盛り込んでいるだけに、反発を抑
えるため両論併記でまとめた格好ですが、後者を軸にした議
論が展開される見通しです。
　この報告書の内容には伏線があります。取りまとめの約２
カ月前、政府の規制改革推進会議が６月の答申で、「本業と
副業を合算、通算した労働時間の把握を事業主に義務付けて
いる労働基準法を見直すべき」と、官邸主導型で改正を促し
ています。しかし、労働者側だけでなく、厚生労働省も「労
働時間の合算は戦後７０年以上の長い歴史がある。悪質な使
用者から労働者を守るために生まれたルール」と改正に積極
的ではなく、労政審における労使の議論は白熱する模様です。
　　     日雇い派遣の実態とニーズ調査を実施へ　　　
　労働政策審議会労働力需給制度部会は、６月下旬からス
タートした労働者派遣法の２０１２（平成２４）年改正と現
行法の１５（平成２７）年改正の見直し議論の進め方につい
て議論を続行しています。これまでに確定した動きとしては、
事務局の厚労省が（１）全般の実態を把握する「アンケート
調査」（２）日雇い派遣の実態やニーズをつかむ「ヒアリング
調査」――を実施し、年明けの同部会に調査結果を報告しま
す。この動きと並行して、９月から１１月にかけて派遣労働

者や事業者（派遣元）、受け入れ企業（派遣先）から公開で聞
き取りを行い、調査結果を待たずに検討できる個別の論点に
ついて議論を進める方針です。
　１２年改正から約７年、１５年改正から約４年がそれぞれ
経過したことを踏まえたもので、停滞していた点検と見直し
作業が本格的に始動したと言えます。１２年改正では「日雇
派遣の原則禁止」「グループ企業内派遣の８割規制」「いわゆ
るマージン率等の情報提供」「労働契約申し込みみなし」「離
職後１年以内の労働者派遣の禁止」の５項目。１５年改正で
は「雇用安定措置」「派遣の受け入れ期間の制限」「計画的な
教育訓練・相談機会の確保」「特定目的行為の禁止」など８
項目の計１３項目について点検します。
　「アンケート調査」は対象別に５種類（派遣元、派遣先、派
遣労働者、日々または短期の就労者、日雇い派遣の経験がな
い人）あり、詳細な設問設計については労使と有識者による
「委員会」を設けて早期に詰めます。いわゆる日々紹介など、
短期就労の状況や課題にも踏み込む考えです。また、「ヒア
リング調査」は主に原則禁止の例外業務（１７．５業務）の
実態と、それ以外の業務のニーズの有無について調べます。
　  　１９年度最低賃金決定、１０月順次スタート　
　厚生労働省は、２０１９年度地域別最低賃金（最賃）を発
表しました。７月３１日の中央最低賃金審議会が決めた地域
別「目安」を受けて、各都道府県の最賃審議会が８月までに
答申したもので、改定額は１０月１日から順次実施されます。
　改定額の全国加重平均は「目安」と同じ９０１円で、前年
度比２７円、３．０９％増。高い順からＡ～Ｄの４ランクに分
かれ、都道府県ごとに検討。この結果、Ａランクの東京は１０
１３円、神奈川も１０１１円と初めて１０００円の大台を超え
ました。また、東北や九州を中心にＤランクで「目安」を上
回る県が１９県あり、最低の７９０円とする県が１５県ありま
す。最高と最低の差は２２３円で、前年度の２２４円からわ
ずかに縮小しています。
　政府が要望していた「３％以上」に４年連続で沿う結果と
なりましたが、全国の中小・零細を中心にした企業経営を圧
迫する懸念もあり、来年以降も「適正賃金」のあり方が焦点
となりそうです。

　  本業と副業の労働時間、「合算せず」で議論へ
　副業・兼業の場合の労働時間管理について検討を重ねてきた厚生労働省の有識者会議が８月、報告書を取り
まとめました。最大の焦点となっていた時間外労働の上限規制と割増賃金に関し、「本業と副業は合算せず、事
業主ごとに適用する」という考え方を選択肢のひとつに提言。今秋から始まる労働政策審議会では、この報告
書の見解をたたき台に労働基準法の改正を視野に入れて議論しますが、労働者側は「長時間労働の温床になる」
「合算で８時間を超える労働時間の割増賃金逃れが横行する」などと懸念を抱いており、政府が強力に副業推進
を掲げる中で、労使の議論の行方に注目が集まっています。

　　　　

　【株式上場のお知らせ】
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